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規則別表（許可基準等）
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宮崎市屋外広告物条例施行規則別表（許可基準等）

別表第１（第４条関係）

条例第６条第４号の規則で定める基準

禁止物件並びに禁止地域及び規制地域に許可を受けずに表示できる広告物等のうち、市長が

指定する公益上必要な施設又は物件に寄贈者名等を表示する広告物【奉仕広告物】の基準

※ [ ]：補足説明（以下同様）

区 分 基 準

表示面積

０．５平方メートル以内であり、かつ、表示方向から見た場合における当該施設又は物件

の投影面積（広告物が表示されている方向から当該広告物を概観した場合に、当該広告物

の外郭線で画された部分を１平面とみなした場合の当該１平面の面積をいう。以下同じ。）

の２０分の１以内であること。

個 数 １施設又は１物件につき１個であること。

そ の 他 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。
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別表第２（第５条関係）

条例第６条第５号の規則で定める基準

禁止物件並びに禁止地域及び規制地域に許可を受けずに表示できる広告物等のうち、自己の

管理する土地又は物件に管理上の必要に基づき表示する広告物等（自家用広告物を除く。）

【管理用広告物】の基準

区 分 基 準

表示面積

の合計
１団地の土地又は１物件につき１平方メートル以内であること。

そ の 他

ア 裏面、側面及び脚部は、塗装その他の装飾により美観を整えたものであること。

イ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

ウ 回転灯を使用していないこと。
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別表第３（第６条関係）

条例第６条第６号の規則で定める基準

禁止物件並びに禁止地域及び規制地域に許可を受けずに表示できる広告物等のうち、

冠婚葬祭、祭礼等のための一時的な広告物等の基準

区 分 基 準

表示期間 １月以内であること。

そ の 他 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。
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別表第４（第７条、第１２条及び第１７条関係）

［禁止地域及び規制地域の地域又は場所の区分］

備考 一の地域又は場所が第１種禁止地域と第２種禁止地域、第１種禁止地域と第３種禁止地域又は第

１種禁止地域、第２種禁止地域及び第３種禁止地域に該当するときは、当該地域又は場所を第１種

禁止地域とし、第２種禁止地域と第３種禁止地域に該当するときは、当該地域又は場所を第２種禁

止地域とする。

【全部改正（Ｈ２３規則２５）】

区 分 地 域 又 は 場 所

禁

止

地

域 第１種

禁止地域

１ 条例第４条第２号から第４号までに規定する地域又は場所

２ 条例第４条第５号に規定する国定公園のうち、自然公園法（昭和３２年法律第

１６１号）第２０条の規定により指定された特別地域

３ 条例第４条第６号に規定する自然公園のうち、宮崎県立自然公園条例（昭和３

６年宮崎県条例第１２号）第１８条の規定により指定された特別地域

４ 条例第４条第１１号の規定により市長が指定をする地域又は場所であって、当

該指定の際に第１種禁止地域として区分されたもの

第２種

禁止地域

１ 条例第４条第１号に規定する第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地

域及び風致地区並びに同号に規定する第１種中高層住居専用地域及び第２種中

高層住居専用地域で市長が指定する区域 ［☞p7-9・告示１］

２ 条例第４条第５号に規定する国定公園のうち、自然公園法第３３条の普通地域

（市長が指定する区域を除く。）

３ 条例第４条第６号に規定する自然公園のうち、宮崎県立自然公園条例第２９条

の普通地域（市長が指定する区域を除く。）

４ 条例第４条第７号に規定する沿道修景植栽地区及び沿道修景指定樹木のある

区域

５ 条例第４条第８号に規定する都市公園の区域

６ 条例第４条第１４号に規定する官公署、学校、図書館、公会堂、公民館、博物

館、美術館、体育館、国立又は公立の病院及び公衆便所の敷地

７ 条例第４条第１６号に規定する社寺、教会及び火葬場の敷地

８ 条例第４条第９号から第１３号まで、第１５号、第１７号及び第１８号の規定

により市長が指定をする地域又は場所であって、当該指定の際に第２種禁止地域

として区分されたもの

第３種
禁止地域

１ 条例第４条第１号に規定する第１種中高層住居専用地域及び第２種中高層住
居専用地域（これらの地域のうち第２種禁止地域に指定された区域を除く。）
２ 条例第４条第９号から第１３号まで、第１７号及び第１８号の規定により市長
が指定をする地域又は場所であって、当該指定の際に第３種禁止地域として区分
されたもの

規
制
地
域

第１種
規制地域

禁止地域並びに第２種規制地域及び第３種規制地域以外の区域

第２種

規制地域

１ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２章の規定により定められた第１

種住居地域、第２種住居地域及び準住居地域

２ 都市計画法第２章の規定により定められた準工業地域、工業地域及び工業専用

地域（これらの地域のうち第３種規制地域に指定された区域を除く。）

３ 禁止地域以外の区域のうち、市長が第２種規制地域として指定する区域

［☞p7-9・告示１］

第３種

規制地域

１ 都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域及び商業地域（これら

の地域のうち第２種規制地域に指定された区域を除く。）

２ 都市計画法第２章の規定により定められた準工業地域、工業地域及び工業専用

地域のうち、市長が第３種規制地域として指定する区域 ［☞p7-9・告示１］



４－６

別表第５（第７条関係）

条例第７条第１号の規則で定める基準

［禁止地域及び規制地域に許可を受けずに表示できる広告物等のうち、自家用広告物の基準］

備考 自己の取扱商品のうちの特定の商品の名称の表示面積は、特定の商品の名称と商店の名称等とが

同一広告物等の同一平面上に表示されるときは、当該広告物等の１面の面積又は投影面積の２分の

１以下であること。

【一部改正（Ｈ２３規則２５）】

区 分

基 準

第１種

禁止地域

第２種

禁止地域

第３種

禁止地域

第１種

規制地域

第２種

規制地域

第３種

規制地域

表示面積

の合計

１の住所又は

事業所、営業

所若しくは作

業所（以下「１

住所等」とい

う。）につき２

平方メートル

以内であるこ

と。

１住所等につき５平方メー

トル以内であること。

１住所等につき１０平方メートル以内であ

ること。

そ の 他

１ 特に景観への配慮が必要な地域又は場所にあっては、その周囲の景観と調和したもので

あること。

２ 電飾設備を有するものにあっては、昼間においても美観を損なわないものであること。

また、その点滅速度は、努めて緩やかなものであること。

３ 裏面、側面及び脚部は、塗装その他の装飾により美観を整えたものであること。

４ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

５ 中間色を中心に色調を整えたものであること。

６ 回転灯を使用していないこと。

露出したネオン管若しくは赤色のネオン管

を使用していないこと。

１ ネオン管を使用する場合はその光源が点滅していない

こと。

２ 電光掲示板を使用していないこと。
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別表第６（第８条関係）

条例第７条第２号の規則で定める基準

禁止地域及び規制地域に許可を受けずに表示できる広告物等のうち、講演会、音楽会等の

ための会場施設内の広告物等の基準

区 分 基 準

表示期間 当該講演会、展覧会、音楽会等の開催日の５日前から終了日までの間に限ること。

そ の 他 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。
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別表第７（第９条関係）

条例第７条第３号の規則で定める基準

［禁止地域及び規制地域に許可を受けずに表示できる広告物等］

１ 自動車の所有者又は管理者が自己の氏名、名称、商号若しくは商標又は自己の事業、営業等の内容

を表示する広告物

［道路運送車両法第２条第２項に規定する自動車に表示する自家用広告物の基準］

２ 前号の広告物以外のもの

備考

１ コミュニティバスとは、乗合自動車のうち、地方公共団体又は地域住民が運営主体として運行

されているものをいう。

２ タクシーとは、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ハに規定する一般乗用

旅客自動車運送事業の用に供する自動車をいう。

【一部改正（Ｈ１４規則４７、Ｈ２３規則２５）】

区 分 基 準

表示面積
広告物の表示される自動車の前面、後面、右面又は左面のそれぞれの面積の３分の１

以内であること。

そ の 他 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

区 分 基 準

乗合自動車に

表示する場合

表示面積 ０．３５平方メートル以内であること。

個 数

側部左右各２個及び後部１個以内であること。ただし、コミュニティ

バスのうち、市長が特別の理由があると認めたものにあっては、この

限りでない。

その他
１ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

２ 広告物等の規格を統一すること。

タクシーに

表示する場合

表示面積

の合計
０．３５平方メートル以内であること。

その他 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。
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別表第８（第１１条関係）

条例第７条第７号の規則で定める基準

禁止地域及び規制地域に許可を受けずに表示する広告物等のうち、工事現場の仮囲いに表示

される広告物【仮囲い広告物】の基準

区 分 基 準

表示期間 工事期間中に限り表示されるものであること。

そ の 他
ア 一般の宣伝の用に供されていないものであること。

イ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。
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別表第９（第１２条関係）

条例第８条の規則で定める基準

禁止物件に許可を受けずに表示できる広告物等のうち、禁止物件（石垣、送電塔及びタンク等に

限る。）の所有者又は管理者が自己の氏名、名称等を表示する広告物等

備考 自己の取扱商品のうちの特定の商品の名称の表示面積は、特定の商品の名称と商店の名称等とが

同一広告物等の同一平面上に表示されるときは、当該広告物等の一面の面積又は投影面積の２分の１

以下であること。

【一部改正（Ｈ２３規則２５）】

区 分

基 準

第１種

禁止地域

第２種

禁止地域

第３種

禁止地域

第１種

規制地域

第２種規制地域

第３種規制地域

表示面積

の合計

１平方メー

トル以内で

あること。

３平方メートル以内である

こと。
５平方メートル以内であること。

そ の 他

１ 特に景観への配慮が必要な地域又は場所にあっては、その周辺の景観と調和したもの

であること。

２ 電飾設備を有するものにあっては、昼間においても美観を損なわないものであるこ

と。また、その点滅速度は、努めて緩やかなものであること。

３ 裏面、側面及び脚部は、塗装その他の装飾により美観を整えたものであること。

４ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

５ 中間色を中心に色調を整えたものであること。

６ 回転灯を使用していないこと。

露出したネオン管若しくは赤色のネオン管

を使用していないこと。

１ ネオン管を使用する場合は、その光源が点滅していな

いこと。

２ 電光掲示板を使用していないこと。
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別表第１０（第１７条関係）

条例第５条の許可の基準

［規制地域において許可を受けて表示できる広告物等の基準］

１ 表示面積の合計等の基準 ［広告物等の種類にかかわらず共通］

【一部改正（Ｈ２４規則１）】

区 分
基 準

第１種規制地域 第２種規制地域 第３種規制地域

表示面積

の合計

野立（建植）広告（道標そ

の他公共的目的をもった広

告物を除く。）、屋上広告、

壁面広告（広告幕を除く。

以下同じ。）、屋根面広告、

突出広告、塀広告、広告幕

又は懸垂幕を表示し、又は

設置する場合にあっては、

１住所等につき５０平方メ

ートル（大規模小売店舗立

地法（平成１０年法律第９

１号）第２条第２項の大規

模小売店舗に該当する事業

所（以下「大規模店舗」と

いう。）にあっては、５０平

方メートルに、当該事業所

の店舗面積（同条第１項の

店舗面積をいう。以下同

じ。）から１，０００平方メ

ートルを減じた面積に１０

０分の３を乗じて得た面積

を加えた面積）以内である

こと。

野立（建植）広告（道標そ

の他公共的目的をもった広

告物を除く。）、屋上広告、

壁面広告、屋根面広告、突

出広告、塀広告、広告幕又

は懸垂幕を表示し、又は設

置する場合にあっては、１

住所等につき１００平方メ

ートル（大規模店舗にあっ

ては、１００平方メートル

に、当該事業所の店舗面積

から１，０００平方メート

ルを減じた面積に１００分

の３を乗じて得た面積を加

えた面積）以内であること。

そ の 他

１ 特に景観への配慮が必要な地域又は場所にあっては、その周囲の景観と調和したも

のであること。

２ 電飾設備を有するものにあっては、昼間においても美観を損なわないものであるこ

と。また、その点滅速度は、努めて緩やかなものであること。

３ 裏面、側面及び脚部は、塗装その他の装飾により美観を整えたものであること。

４ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

５ 中間色を中心に色調を整えたものであること。

６ 回転灯を使用していないこと。

１ ネオン管を使用する場

合は、その光源が点滅し

ていないこと。

２ 電光掲示板を使用して

いないこと。
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２ 広告物等の種類ごとの基準

（１） 野立（建植）広告物等

広告物等の種類 区 分

基 準

第１種規制地域 第２種規制地域 第３種規制地域

１ 自家用広告

物 高 さ

地上から広告物等の

上端までの高さは、

１０メートル以下で

あること。

地上から広告物等の

上端までの高さは、

１３メートル以下で

あること。

地上から広告物等の

上端までの高さは、

１５メートル以下で

あること。

表示面積

高さが５メートル以

下のものにあっては

１面の面積又は投影

面積が１５平方メー

トル以内とし、

５メートルを超え１

０メートル以下のも

のにあっては１面の

面積又は投影面積が

１０平方メートル以

内であること。

高さが５メートル以

下のものにあっては

１面の面積又は投影

面積が２０平方メー

トル以内とし、

５メートルを超え１

３メートル以下のも

のにあっては１面の

面積又は投影面積が

１５平方メートル以

内であること。

高さが５メートル以

下のものにあっては

１面の面積又は投影

面積が３０平方メー

トル以内とし、

５メートルを超え１

５メートル以下のも

のにあっては１面の

面積又は投影面積が

２０平方メートル以

内であること。

２ その他の

広告物等 高 さ

地上から広告物等の

上端までの高さは、

１０メートル以下で

あること。

地上から広告物等の

上端までの高さは、

１３メートル以下で

あること。

地上から広告物等の

上端までの高さは、

１５メートル以下で

あること。

表示面積

高さが５メートル以

下のものにあっては

一面の面積又は投影

面積が１５平方メー

トル以内とし、

５メートルを超え１

０メートル以下のも

のにあっては一面の

面積又は投影面積が

１０平方メートル以

内であること。

高さが５メートル以

下のものにあっては

一面の面積又は投影

面積が２０平方メー

トル以内とし、

５メートルを超え１

３メートル以下のも

のにあっては一面の

面積又は投影面積が

１５平方メートル以

内であること。

高さが５メートル以

下のものにあっては

一面の面積又は投影

面積が３０平方メー

トル以内とし、

５メートルを超え１

５メートル以下のも

のにあっては一面の

面積又は投影面積が

２０平方メートル以

内であること。

色 彩

広告物の地色には、赤、黄その他けばけばし

い色及び暗色を使用せず、赤、黄その他けば

けばしい色を表示面積の２分の１を超えて使

用していないこと。

相互間の

距離

その他の広告物等に

係る広告物等の相互

間の距離は、１００メ

ートル以上であるこ

と。

その他の広告物等に

係る広告物等の相互

間の距離は、５０メー

トル以上であること。
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（２） 建築物を利用する広告物等

広告物等の種類 区 分
基 準

第１種規制地域 第２種規制地域 第３種規制地域

１ 屋上広告

高 さ

広告物等の高さは、地

上から広告物等を設

置する箇所までの高

さ（階段室、昇降機塔、

物見塔その他これら

に類する建築物の屋

上部分（以下「屋上部

分」という。）に設置

する場合で、当該広告

広告物等の高さは、地上から広告物等を設置

する箇所までの高さの２分の１以下であり、

かつ、地面から広告物等の上端までの高さは

５０メートル以下であること。

物等が当該屋上部分の壁面から突出する

場合又は当該屋上部分の建築面積が当該

建築物の建築面積の８分の１以内の場合

には、当該屋上部分の高さを除く。以下こ

の項において同じ。）の３分の１以下であ

り、かつ、地面から広告物等の上端までの

高さは５０メートル以下であること。

個 数
建築物１棟につき１

個であること。

そ の 他

ア 建築物の最上部の壁面から突き出すものでないこと。

イ 一定の傾斜屋根を持つ屋根面に設置する場合にあっては、棟の高

さを超えないこと。

２ 壁面広告

表示面積

１壁面３０平方メー

トル以内であり、か

つ、表示する壁面の

面積の３分の１以内

であること。

１壁面３０平方メートル以内であり、かつ、表

示する壁面の面積の２分の１（３階以上の建築

物に表示し、又は設置する場合にあっては３分

の１）以内であること。

個 数 同一のものは、１壁面につき１個であること。

そ の 他

ア 壁面内で表示し、又は設置するものであること。

イ 窓等の開口部分をふさいで表示し、又は設置するものでないこ

と。

３ 屋根面広告
表示面積

表示する屋根面の面

積の３分の１以内で

あること。

表示する屋根面の面積の２分の１以内である

こと。

そ の 他

ア 屋根面内で表示し、又は設置するものであること。

イ 窓等の開口部分をふさいで表示し、又は設置するものでないこ

と。
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（３） 電柱及び消火栓標識柱を利用する広告物等

広告物等の種類 区 分
基 準

第１種規制地域 第２種規制地域 第３種規制地域

４ 突出広告
高 さ

ア 広告物等の上端は、建築物の高さを超えないこと。

イ 路面から広告物等の下端までの高さは、歩道上にあっては２．５

メートル以上、車道上にあっては４．７メートル（国道にあっては、

４．５メートル。以下同じ。）以上であること。

個 数
１壁面につき２列以

下であること。

１壁面につき２列以下であること。ただし、

１面の面積又は投影面積が０．５平方メート

ル以下、広告物等の厚さが０．３メートル以

下であり、１階部分に規格を統一したものを

設置する場合は、この限りでない。

そ の 他
壁面からの突き出し幅は、１．５メートル（道路上の突き出し幅は、

１メートル）以下であること。

５ 懸垂幕
幅 １メートル以下であること。

個 数
１壁面につき１個で

あること。

１壁面につき２個以

内であること。ただ

し、同一のものは１壁

面につき１個である

こと。

１壁面につき３個以

内であること。ただ

し、同一のものは１壁

面につき１個である

こと。

広告物等の種類 区 分 基 準

１ 電柱広告

高 さ

ア 巻付広告にあっては、地上から広告物等の下端までの高さが

１．２メートル以上であること。

イ 袖付広告にあっては、路面から広告物等の下端までの高さが

歩道上では２．５メートル以上、車道上では４．７メートル以上

あること。

表示面積 巻付広告にあっては、１平方メートル以内であること。

縦の長さ
ア 巻付広告にあっては、１．５メートル以下であること。

イ 袖付広告にあっては、１．２メートル以下であること。

横の長さ
ア 巻付広告にあっては、０．８メートル以下であること。

イ 袖付広告にあっては、０．４５メートル以下であること。

突き出し幅 袖付広告にあっては、０．６メートル以下であること。

個 数

電柱１本につき１個であること。ただし、用途地域にあっては巻付広

告１個、袖付広告１個とすることができる。この場合において巻付広

告は１面とし、対面禁止とする。

色 彩

ア 使用する色は、３色（無彩色を含む。）以下であり、地色は、白色

又は淡色に限ること。

イ 文字その他の図柄の色は、けばけばしい色を使用していないこと。
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（４） その他の広告物等

そ の 他

ア 袖付広告は、取付け方向が歩道と車道の区分のある道路にあって

は歩道側、その区分のない道路にあっては原則として路肩側である

こと。

イ 電柱に直接塗り書きするものでないこと。

ウ 電柱の支柱及び支線に表示し、又は設置するものでないこと。

２ 消火栓標識

柱広告
高 さ

路面から広告物等の下端までの高さは、歩道上にあっては２．５メー

トル以上、車道上にあっては４．７メートル以上であること。

縦の長さ ０．４メートル以下であること。

横の長さ ０．８メートル以下であること。

個 数 消火栓標識柱１本につき１個であること。

色 彩

ア 使用する色は、３色（無彩色を含む。）以下であり、地色は、白色

又は淡色に限ること。

イ 文字その他の図柄の色は、けばけばしい色を使用していないこと。

そ の 他

ア 消火栓標識柱に巻き付け、又は直接塗り書きするものでないこと。

イ 取付け方向は、歩道と車道の区分のある道路にあっては歩道側、

その区分のない道路にあっては原則として路肩側であること。

広告物等の種類 区 分
基 準

第１種規制地域 第２種規制地域 第３種規制地域

１ アーチ広告 高 さ
路面から広告物等の下端までの高さは、歩道上にあっては３．５メー

トル以上、車道上にあっては５メートル以上であること。

幅 １．５メートル以下であること。

そ の 他

ア 国道及び県道以外の幅員９メートル未満の道路に設置するもの

であること。

イ 常設のものにあっては、主要部分が鉄骨であること。

２ つり下げ

広告

高 さ
路面から広告物等の下端までの高さが、歩道上にあっては２．５メー

トル以上、車道上にあっては４．７メートル以上であること。

表示面積 １面の面積又は投影面積が１平方メートル以内であること。

厚 さ ０．３メートル以下であること。

そ の 他 広告物等の規格を統一すること。

３ 移動広告
表示面積

の合計
２０平方メートル以内であること。

そ の 他
自動車登録規則(昭和４５年運輸省令第７号)別表第２に規定する広

告宣伝用自動車の外面を利用するものであること。
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【一部改正（Ｈ２３規則２５）】

広告物等の種類 区 分
基 準

第１種規制地域 第２種規制地域 第３種規制地域

４ 広告幕

表示面積

ア 建築物を利用して表示

するものにあっては、１壁

面３０平方メートル以内

であり、かつ、表示する壁

面の面積の３分の１以内

であること。

イ 建築物以外の物件を利

用して表示するものにあ

っては、表示面積の合計

は、１物件につき３０平方

メートル以内であること。

ア 建築物を利用して表示するものに

あっては、１壁面３０平方メートル

以内であり、かつ、表示する壁面の

２分の１（３階以上の建築物に表示

する場合にあっては３分の１）以内

であること。

イ 建築物以外の物件を利用して表示

するものにあっては、表示面積の合

計は、１物件につき３０平方メート

ル以内であること。

個 数

ア 建築物を利用して表示するものにあっては、同一のものは、１壁

面につき１個であること。

イ 建築物以外の物件を利用して表示するものにあっては、同一のも

のは、１物件につき１個であること。

そ の 他

ア 風雨に耐える素材が用いられているものであること。

イ 壁面に表示する場合にあっては、壁面内で表示すること。また、

窓等の開口部分をふさいで表示するものでないこと。

５ 気球広告
高 さ

地上からアドバルーンの上端までの高さは５０メートル以下である

こと。

幅 ２メートル以下であること。

そ の 他

ア 網を使用するものであること。

イ 電柱、煙突その他の施設に接触するおそれのないものであるこ

と。

６ 広告旗
表示面積 ２平方メートル以内であること。

個 数
１住所等につき３個以内で

あること。

１住所等につき５

個以内であること。

そ の 他 原則として自己の敷地内に表示し、又は設置するものであること。

７ 立看板類
縦の長さ 縦（脚の長さを含む。）２メートル以下であること。

横の長さ １メートル以下であること。

そ の 他 同一のものを連続して表示しないこと。

８ はり紙・

はり札類

表示面積 ０．５平方メートル以内であること。

そ の 他

ア 同一物件又は同一壁面に同種のものを連続して表示するもので

ないこと。

イ 壁面等に表示するものにあっては、表示場所にのり、接着剤等に

よってはり付けるものでないこと。
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別表第１０の２（第１７条関係）

条例第９条の２の許可の基準 ［禁止地域及び禁止物件に許可を受けて表示できる広告物等］

１ 色彩等の基準

２ 広告物等の種類ごとの基準

【追加（Ｈ２３規則２５）】

区 分 基 準

色 彩

公共的目的をもって表示される部分以外の広告物の表面積の３分の１を超える部分又

は地色には、日本産業規格Ｚ８７２１(以下「Ｚ８７２１」という。）による彩度が１

０以上の色彩を使用していないこと。ただし、地域の良好な景観の形成に資するもの

として市長が特に認めたものについては、この限りでない。

そ の 他

１ 特に景観への配慮が必要な地域又は場所にあっては、その周囲の景観と調和したも

のであること。

２ 電飾設備を有するものにあっては、昼間においても美観を損なわないものであるこ

と。また、その点滅速度は、努めて緩やかなものであること。

３ 裏面、側面及び脚部は、塗装その他の装飾により美観を整えたものであること。

４ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

５ 中間色を中心に色調を整えたものであること。

６ 回転灯を使用していないこと。

７ 映像機器、電光掲示板その他これらに類するものを使用していないこと。

８ 表示内容について、広告の収益が地域活性化に要する費用の一部に充当される旨等

の表示がされていること。

広告物等の種類 区 分 基 準

１ 街灯柱広告

高 さ
路面から広告物等の下端までの高さが、歩道上にあっては２．５メート

ル以上、車道上にあっては４．７メートル以上であること。

横の長さ ０．８メートル以下であること。

個 数 街灯柱１本につき１対であること。

その他
ア 巻き付け又は直接塗り書きするものでないこと。

イ 広告物等の規格及びデザインを統一すること。

２ アーケード

等添加広告物

高 さ
路面から広告物等の下端までの高さが、歩道上にあっては２．５メート

ル以上、車道上にあっては４．７メートル以上であること。

表示面積 １面の面積又は投影面積が１平方メートル以内であること。

その他
ア 巻き付け又は直接塗り書きするものでないこと。

イ 広告物等の規格及びデザインを統一すること。

３ 横断幕

高 さ
路面から広告物等の下端までの高さが、歩道上にあっては２．５メート

ル以上、車道上にあっては４．７メートル以上であること。

幅 １メートル以下であること。

その他
ア 広告物を設置することを目的とした装置に設置すること。

イ 広告物等の規格及びデザインを統一すること。

４ バス停上屋

等広告物

個 数 ２個以下であること。

表示面積 一面の面積又は投影面積が２平方メートル以内であること。
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別表第１１（第１７条関係）

条例第１０条の許可の基準［禁止物件に許可を受けて表示できる広告物等］

［塀の所有者又は管理者が自己の氏名、名称等を表示する広告物等（別表第９に適合するものを除く。）

【塀広告】］

備考 自己の取扱商品のうちの特定の商品の名称の表示面積は、特定の商品の名称と商店の名称等とが

同一広告物等の同一平面上に表示されるときは、当該広告物等の一面の面積又は投影面積の２分の１

以下であること。

【一部改正（Ｈ２３規則２５）】

区 分

基 準

第１種
禁止地域

第２種
禁止地域

第３種
禁止地域

第１種
規制地域

第２種
規制地域

第３種
規制地域

表示面積

一塀面につ

き５平方メ

ートル以内

であり、か

つ、表示する

塀面の面積

の５分の１

以内である

こと。

１塀面につき１０平方メー

トル以内であり、かつ、表

示する塀面の面積の３分の

１以内であること。

１塀面につ

き１５平方

メートル以

内であり、か

つ、表示する

塀面の面積

の３分の１

以内である

こと。

１塀面につき１５平方メー

トル以内であり、かつ、表

示する塀面の面積の２分の

１以内であること。

個 数

１塀面につ

き１個であ

ること。

１塀面につ

き２個以内

であること。

ただし、同一

のものは１

塀面につき

１個である

こと。

１塀面につき３個以内であ

ること。ただし、同一のも

のは１塀面につき１個であ

ること。

同一のものは、１塀面につ

き１個であること。

表示場所 塀内で表示し、又は設置するものであること。

そ の 他

１ 特に景観への配慮が必要な地域又は場所にあっては、その周囲の景観と調和したも

のであること。

２ 電飾設備を有するものにあっては、昼間においても美観を損なわないものであるこ

と。また、その点滅速度は、努めて緩やかなものであること。

３ 裏面、側面及び脚部は、塗装その他の装飾により美観を整えたものであること。

４ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

５ 中間色を中心に色調を整えたものであること。

６ 回転灯を使用していないこと。

露出したネオン管若しくは赤色のネオン管

を使用していないこと。

１ ネオン管を使用する場合は、その光源が点滅していな

いこと。

２ 電光掲示板を使用していないこと。



４－１９

別表第１２（第１７条関係）

条例第１１条の許可の基準 ［禁止地域に許可を受けて表示できる広告物等］

１ 条例第１１条第１号に規定する広告物等

［自家用広告物（別表第５に適合するものを除く）］

（１）表示面積の合計等の基準 ［広告物等の種類にかかわらず共通］

備考 自己の取扱商品のうちの特定の商品の名称の表示面積は、特定の商品の名称と商店の名称等と

が同一広告物等の同一平面上に表示されるときは、当該広告物等の一面の面積又は投影面積の２分

の１以下であること。

【一部改正（Ｈ２４規則１）】

（２）広告物等の種類ごとの基準

区 分
基 準

第１種禁止地域 第２種禁止地域 第３種禁止地域

表示面積

の合計

１住所等につき１０平方メ

ートル以内であること。

１住所等につき１５平方メ

ートル以内であること。

１住所等につき３０平方メ

ートル（大規模店舗にあっ

ては、３０平方メートルに、

当該事業所の店舗面積から

１，０００平方メートルを

減じた面積に１００分の３

を乗じて得た面積を加えた

面積）以内であること。

そ の 他

１ 特に景観への配慮が必要な地域又は場所にあっては、その周囲の景観と調和した

ものであること。

２ 電飾設備を有するものにあっては、昼間においても美観を損なわないものである

こと。また、その点滅速度は、努めて緩やかなものであること。

３ 裏面、側面及び脚部は、塗装その他の装飾により美観を整えたものであること。

４ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

５ 中間色を中心に色調を整えたものであること。

６ 回転灯を使用していないこと。

７ 露出したネオン管若しくは赤色のネオン管を使用していないこと。

８ ネオン管を使用する場合は、その光源が点滅していないこと。

９ 電光掲示板を使用していないこと。

広告物等の

種類
区 分

基 準

第１種禁止地域 第２種禁止地域 第３種禁止地域

１ 野立（建

植）広告

高 さ

地上から広告物等の

上端までの高さは、５

メートル以下である

こと。

地上から広告物等の上端までの高さは、１０メ

ートル以下であること。

表示面積

１面の面積又は投影

面積が３平方メート

ル以内であること。

１面の面積又は投影

面積が５平方メート

ル以内であること。

１面の面積又は投影

面積が１０平方メー

トル以内であること。

個 数
１住所等につき１個

であること。



４－２０

広告物等の

種類
区 分

基 準

第１種禁止地域 第２種禁止地域 第３種禁止地域

２ 屋上広告

高 さ
表示又は掲出できな

い。

広告物等の高さは、地

上から広告物等を設

置する箇所までの高

さ（屋上部分に設置す

る場合で当該広告物

等が当該屋上部分の

壁面から突出する場

合又は当該屋上部分

の建築面積が当該建

広告物等の高さは、地

上から広告物等を設

置する箇所までの高

さの３分の１以下で

あり、かつ、地面から

広告物等の上端まで

の高さは５０メート

ル以下であること。

築物の建築面積の８分の１以内の場合に

は、当該屋上部分の高さを除く。以下この

項において同じ。）の５分の１以下であり、

かつ、地面から広告物等の上端までの高さ

は、３０メートル以下であること。

ア 建築物の最上部の壁面から突き出すもの

でないこと。

イ 一定の傾斜屋根を持つ屋根面に設置する

場合にあっては、棟の高さを超えないこと。

個 数 建築物一棟につき１個であること。

３ 壁面広告

表示面積

表示する壁面の面積

の５分の１以内であ

ること。

表示する壁面の面積の３分の１以内であるこ

と。

個 数
１壁面につき１個で

あること。
同一のものは、１壁面に１個であること。

そ の 他
ア 壁面内で表示し、又は設置するものであること。

イ 窓等の開口部分をふさいで表示し、又は設置するものでないこと。

４ 屋根面広告 表示又は掲出できない。

５ 突出広告

高 さ

ア 広告物等の上端は、建築物の高さを超えな

いこと。

イ 路面から広告物等の下端までの高さは、歩

道上にあっては２．５メートル以上、車道上

にあっては４．７メートル以上であること。

突き出し

幅

ア 壁面からの突き

出し幅は、１．５メ

ートル以下である

こと。

イ 道路上に突き出

さないこと。

壁面からの突き出し幅は、１．５メートル（道

路上の突き出し幅は、１メートル）以下である

こと。

個 数 １壁面につき１列であること。



４－２１

広告物等の

種類
区 分

基 準

第１種禁止地域 第２種禁止地域 第３種禁止地域

６ つり下げ

広告

高 さ

表示又は掲出できな

い。

路面から広告物等の下端までの高さは、歩道上

にあっては２．５メートル以上、車道上にあっ

ては４．７メートル以上であること。

表示面積
１面の面積又は投影面積が０．５平方メートル

以内であり、かつ、規格を統一すること。

厚 さ ０．３メートル以内であること。

７ 広告幕

表示面積

建築物を利用して表

示する場合にあって

は、表示する壁面の面

積の５分の１以内で

あること。

建築物を利用して表示する場合にあっては、表

示する壁面の面積の３分の１以内であること。

個 数

ア 建築物を利用し

て表示するものに

あっては、１壁面に

つき１個であるこ

と。

イ 建築物以外の物

件を利用して表示

するものにあって

は、１物件につき１

個であること。

ア 建築物を利用して表示するものにあって

は、同一のものは、１壁面につき１個である

こと。

イ 建築物以外の物件を利用して表示するも

のにあっては、同一のものは、１物件につき

１個であること。

その他

ア 風雨に耐える素材が用いられているものであること。

イ 壁面に表示する場合にあっては、壁面内で表示すること。また、窓

等の開口部分を塞いで表示するものでないこと。

８ 気球広告 高 さ

表示又は掲出できな

い。

地上からアドバルーンの上端までの高さは５

０メートル以内であること。

幅 ２メートル以内であること。

そ の 他

ア 網を使用するものであること。

イ 電柱、煙突その他の施設に接触するおそれ

のないものであること。

９ 懸垂幕

幅 １メートル以下であること。

個 数 １壁面につき１個であること。

１０ 広告旗

表示面積 ２平方メートル以下であること。

個 数
１住所等につき１個

であること。
１住所等につき３個であること。



４－２２

【一部改正（Ｈ２３規則２５）】

広告物等の

種類
区 分

基 準

第１種禁止地域 第２種禁止地域 第３種禁止地域

１１ 立看板類

縦の長さ 縦（脚の長さを含む。）２メートル以下であること。

横の長さ １メートル以下であること。

そ の 他 同一のものを連続して表示しないこと。

１２ はり紙・

はり札類

表示面積 ０．５平方メートル以内であること。

そ の 他

ア 同一物件又は同一壁面に同種のものを連続して表示するものでな

いこと。

イ 壁面等に表示するものにあっては、表示場所にのり、接着剤等によ

りはり付けるものでないこと。



４－２３

２ 条例第１１条第２号に規定する広告物等

［道標等又は公衆の利便に供する広告物等（電柱、街灯柱に表示するものを除く）］

広告物等の種類 区 分 基 準

１ 道標その他

公共的目的を

もった広告物

高 さ
広告物等の上端までの高さは３メートル（２以上の店舗、事業所等が

共同で設置する場合にあっては、５メートル）以下であること。

横の長さ ２メートル以下であること。

表示面積
１面の面積又は投影面積が１の店舗、事業所等につき１平方メートル

以内であること。

表示面積
の合計

１の店舗、事業所等につき２平方メートル以内であること。

個 数

１の店舗、事業所等につき２個以内であること。ただし、２以上の主

要な道路の分岐点付近に表示し、又は設置する場合にあっては３個以

内であること。

色 彩

広告物の地色には、赤、黄その他けばけばしい色及び暗色を使用せず、

赤、黄その他けばけばしい色を表示面積の２分の１を超えて使用して

いないこと。

そ の 他

ア 店舗、事業所等の案内誘導を目的とするもので、当該店舗、事業

所等が主要な道路に面していない等その表示又は設置が特にやむを

得ないものであること。

イ 主要な道路からの分岐点付近に表示し、又は設置するものである

こと。

ウ 表示内容は、名称、方向、距離等の案内誘導を行うのに必要最小

限度の事項（商品名を除く。）を表示するものであること。

２ 案内図板

高 さ 広告物等の上端までの高さは、３メートル以下であること。

表示面積 １面の面積又は投影面積が５平方メートル以内であること。

色 彩

広告物の地色には、赤、黄その他けばけばしい色及び暗色を使用せず、

赤、黄その他けばけばしい色を表示面積の２分の１を超えて使用して

いないこと。



４－２４

別表第１３（第１７条関係）

条例第１１条の２の許可の基準 ［乗合自動車に表示する広告物］

【追加（Ｈ１４規則４７）】

区 分 基 準

表示場所 乗合自動車の側部又は後部に表示されるものであること。

表示面積
広告物の表示される乗合自動車の右側部、左側部又は後部のそれぞれの面積の３分の１

以内であること。

台 数

表示面積が広告物の表示される乗合自動車の右側部、左側部又は後部のそれぞれの面積

の５分の１を超える乗合自動車にあっては、１の一般乗合旅客自動車運送事業者につき、

当該事業者が配置する乗合自動車（使用の本拠の位置が宮崎市内のものに限る。）の台数

の５分の１以内であること。

そ の 他

１ 特に景観への配慮が必要な地域又は場所を運行する乗合自動車に表示するものに

あっては、地色には、赤、黄その他けばけばしい色を使用せず、その周囲の景観と

調和したものであること。

２ 蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は材料を使用していないこと。

３ 映像機器、電光掲示板その他これらに類するものを使用していないこと。

４ 窓ガラスに表示していないこと。

５ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３条第１号の高速自動車国道を運行する

乗合自動車に表示していないこと。



４－２５

別表第１４（第７条、第１２条及び第１７条関係）

大淀川地区重点景観形成地区における基準

１ 縦の長さ等の基準

２ 広告物等の種類ごとの基準

【追加（Ｈ２１規則４１）、一部改正（Ｈ２３規則２５）】

区 分 基 準

縦の長さ ４メートル以下であること。

表示面積

１面の面積又は投影面積が２０平方メートル以内であること。ただし、広告物を表示し、

又は設置する地域又は場所が第３種規制地域であって、かつ、橘公園通りゾーンとして

指定された地域以外の地域（以下「橘公園通りゾーン以外の第３種規制地域」という。）

である場合は、この限りでない。

色 彩

１面の面積が５平方メートル以上の広告物の表面積の３分の１を超える部分又は地色に

は、次に掲げる色彩以外の色彩を使用していないこと。ただし、当該色彩が、表面に着

色を施していない素材を使用した場合における当該素材の色彩であるときは、この限り

でない。

⑴ Ｚ８７２１による色相がＲ及びＹＲの場合は、Ｚ８７２１による彩度が４以下の

色彩

⑵ Ｚ８７２１による色相がＹの場合は、Ｚ８７２１による彩度が３以下の色彩

⑶ Ｚ８７２１による色相がＧＹ、Ｇ、ＢＧ、Ｂ、ＰＢ、Ｐ及びＲＰの場合は、Ｚ８

７２１による彩度が２以下の色彩

そ の 他

１ 道路を占用して表示し、又は設置していないこと。

２ 映像機器、電光掲示板その他これらに類するものを使用していないこと。

３ 照明を使用する場合は、広告面を照らす外照式のもの、バックライトにより切り文

字部分を浮かび上がらせる間接照明式のもの又は切り文字部分に限った内照式のもの

とすること。

４ 露出したネオン管を使用していないこと。

５ ネオン管を使用する場合は、その光源が点滅していないこと。

広告物等の種類 区 分 基 準

１ 野立広告 高 さ 地上から広告物等の上端までの高さは、１０メートル以下であること。

２ 屋上広告
高 さ

広告物等の高さは、４メートル以下であり、かつ、広告物等の上端まで

の高さは、次の各号に掲げる地域の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲

げる高さ以下であること。

⑴ 天神山・愛宕山ゾーンとして指定された地域 標高２０メートル

⑵ 橘公園通りゾーン以外の第３種規制地域 地上から５０メート

ル

⑶ 前２号に掲げる地域以外の地域 地上から３０メートル

個 数 建築物１棟につき１個であること。

３ 壁面広告 表示面積 １壁面２０平方メートル以内であること。

４ 屋根面広告 表示又は掲出できない。

５ 突出広告 個 数 建築物１棟につき１列であること。



４－２６

別表第１５（第７条、第１２条及び第１７条関係）

宮崎駅東通り地区重点景観形成地区における基準

１ 縦の長さ等の基準

２ 広告物等の種類ごとの基準

【追加（Ｈ２４規則１）】

区 分 基 準

縦の長さ ４メートル以下であること。

表示面積 １面の面積又は投影面積が２０平方メートル以内であること。

色 彩

１面の面積が５平方メートル以上の広告物の表面積の３分の１を超える部分若しくは地

色又は当該広告物を掲出する物件には、次に掲げる色彩以外の色彩を使用していないこ

と。ただし、広告物を表示し、又は設置する地域又は場所が駅東ゾーンとして指定され

た地域であるとき、又は当該色彩が表面に着色を施していない素材を使用した場合にお

ける当該素材の色彩であるときは、この限りでない。

⑴ Ｚ８７２１による色相がＲ及びＹＲの場合は、Ｚ８７２１による彩度が４以下の

色彩

⑵ Ｚ８７２１による色相がＹの場合は、Ｚ８７２１による彩度が３以下の色彩

⑶ Ｚ８７２１による色相がＧＹ、Ｇ、ＢＧ、Ｂ、ＰＢ、Ｐ及びＲＰの場合は、Ｚ８

７２１による彩度が２以下の色彩

そ の 他

１ 道路を占用して表示し、又は設置していないこと。

２ 映像機器、電光掲示板その他これらに類するものを使用していないこと。

３ 照明を使用する場合は、広告面を照らす外照式のもの、バックライトにより切り文

字部分を浮かび上がらせる間接照明式のもの又は切り文字部分に限った内照式のもの

とすること。

４ 露出したネオン管を使用していないこと。

５ ネオン管を使用する場合は、その光源が点滅していないこと。

広告物等の種類 区 分 基 準

１ 野立広告 高 さ 地上から広告物等の上端までの高さは、１０メートル以下であること。

２ 屋上広告

表示又は掲出できない。ただし、駅東ゾーンとして指定された地域にあ

っては、建築物１棟につき１個であり、かつ、広告物等の高さは、４メ

ートル以下であること。

３ 壁面広告 表示面積 １壁面２０平方メートル以内であること。

４ 屋根面広告 表示又は掲出できない。

５ 道標その他

公共的目的を

もった広告物

高 さ 広告物等の上端までの高さは３メートル以下であること。

表示面積 １面の面積又は投影面積が１平方メートル以内であること。

個 数 １住所等又は１団地の土地につき１個であること。

その他
当該広告物等の設置箇所から案内誘導の目的となる店舗、事業所等まで

の距離が１，０００メートル以内であること。


